
様式第1号【別紙】 令和８年度働く人

企業等の名称

応援評価制度について

表彰制度の整備について

令和 8 年 7 月 31 日

就業規則の該当箇所をマーカーで示しました

育業応援プランシートについて

作成し、添付しました

●目的

加算①  同僚への応援評価制度・表彰制度の整備と育業応援プランシートの作成

株式会社▲▲▲▲

●対象となる同僚の範囲

応援評価制度概要

会社として育業推進に取組む方向性を示すことで、従業員の育業を後押しし、魅力ある
職場づくりを推進する。

育業者と同じ所属（係、課、部、室等）の従業員であり、育業者の業務を代替する可能性
がある従業員。業務内容によってその都度決定する。

●導入内容

 業績評価等に加点  追加の評価項目を導入

 他の従業員とは異なる評価基準を導入

 その他
(評価制度)

応援評価制度を導入した理由を教えてくださ
い

育業者の業務を担う社員の不満を減らし、育業しやすい職場環境をつくるため。

応援評価制度を導入したことで、社内の育業
を取り巻く環境に変化はありましたか（◆）

はい  いいえ

育業応援プランシートの作成と添付

（◆）について、☑はいの場合どのような変化
がありましたか

育業者の担当業務をチーム全員で積極的にフォローするようになった。チームで協力し
て業務遂行するようになったため、代替要員の確保が不要になるケースが増えた。

就業規則の労働基準監督署受領印の日付
※令和8年6月22日以降に届け出ること

記入例

✓

✓

✓

✓

申請書P1の「企業等の名称」と同じ

加算①



様式第1号【別紙】 令和８年度働く人

加算②  同僚への応援手当支給と育業応援プランシートの作成

企業等の名称

対象従業員について　　※様式第１号申請書2ページ「3 対象従業員の育業状況」と同様に記載すること

産後休業または産後パパ育休 令和 8 年 2 月 日 ～ 令和 8 年 3 月 日 ( 28 日)

産後パパ育休２回目 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

育業１回目 令和 8 年 4 月 日 ～ 令和 8 年 5 月 日 ( 61 日)

育業２回目 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

育業３回目 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

応援手当の支給対象となる同僚について

対象となる同僚は全員雇用保険に加入している

名

応援手当について

手当の名称

令和 8 年 7 月 日

就業規則の該当箇所をマーカーで示しました

添付しました

マーカーで示しました

円

育業応援プランシートについて

作成し、添付しました

株式会社▲▲▲▲

氏名
(支給申請に係る従業員と同一)

財団　〇男

所属部署
(最小単位まで漏れなく記載)

販売促進部　顧客対応課

14 13

1 31

支給対象となる同僚の賃金台帳の添付（支給対
象となる人数・期間分）

対象となる同僚の範囲
販売促進部　顧客対応課

人数 4

期間

合計支給額
※手当を合計20万円以上支給した場合が対象 240,000

育業応援プランシートの作成と添付

全ての支給対象者について、「所属」および「応
援手当」記載部分にマーカーを引く

育業サポート手当

算定方法 30,000円×4名×2か月＝240,000円

就業規則の労働基準監督署受領印の日付
※令和8年6月22日以降に届け出ること

31

支払いの事実を確認できる書類について

申請書P1の「企業等の名称」と同じ

✓

✓

✓

✓

✓

支給申請書P2、P4と
同じ内容を記入

育業日数は一時就労を除

かない日数を記入

加算②



令和８年度働く人

8 年 月 14 日

～ 8 年 5 月 31 日

*分割取得している場合は初回の開始日と最も遅い育業の終了日を記入

1

（ ）　

8 年 月 日

（ ）　

8 年 月 日

（ ）　

8 年 月 日

（ ）　

8 年 月 日

2

( )

( )

( )

( )

( )

様式第1号【別紙】加算①②共通：1枚目

業務分担計画の変更 有 無 ※業務分担計画に当初予定から変更があった場合は、育業応援プランシート（変更）を合わせて
提出し、次頁３「復帰直前の業務状況」には変更後の計画に対する結果を記載してください。

e
新人育成

1
・
2
・
4

新人育成に係る研修講師、
部内の新人育成統括業務

新規営業同行とフォロー
営業ロープレはクリアしているた
め夏から一人で出られるような
計画。

実施時期 年間

d

販売促進部営業会議のため
の報告書作成（売上） 4

販売促進部営業会議のため
の報告書作成（全体）

報告書作成（売上）
B社からの受注が落ち込んでい
る件は調査

B社の件は別途打ち合わせを設
ける。

実施時期 月１

c

業務受注書の作成と発注依
頼 3 Ｊ区の法人営業全般

5/31までの受注分の請書作成、
発注

各社注意点は別途引き継ぎ書
を参照のこと。

実施時期 都度

b

ＸＸ区の法人営業（既存客
フォロー） 3 Ｊ区の法人営業全般 XX区の既存客フォロー

Ｐ社は大口見込みありのためこ
まめなフォローをお願いしたい。

実施時期 週２

（育業応援者に対し配慮する内容を記載）

a

ＸＸ区の法人営業（新規開
拓）

1
・
2

Ｖ区、Ｚ区それぞれの法人営
業新規顧客開拓・マーケティ
ング企画・実施・既存客訪問

XX区の新規開拓とフォロー
ＸＸ区の中でもＹエリアに絞った
新規開拓でよい。

実施時期 週３～４

　　育業中の予定業務 応援者 既存業務 代替業務 配慮事項

（業務内容と実施時期を記載） （No) （左記実施時期の状況について記載) （既存業務に加えて分担する業務を記載)

1 20

育業前の業務状況（業務分担計画）：対象従業員の育業前に対象従業員および応援者（同僚）と面談した内容をふまえて記載

対象従業員の業務状況 育業応援者（同僚）の業務状況

ｺﾖｳ ｾﾝﾀ
所属部署・担当業務 販売促進部　顧客対応課

雇用　仙太 初回面談日 令和 1 20

4
（カナ）
氏名

ﾄｳｷｮｳ ﾐﾔｺ
所属部署・担当業務 販売促進部　顧客対応課

東京　都子 初回面談日 令和

加算申請に係る応援者（同僚）：最大4名まで記載

応
援
者
（

同
僚
）

1
（カナ）
氏名

ｻｲﾖｳ ﾊﾔﾄ
所属部署・担当業務 販売促進部　顧客対応課

採用　隼人 初回面談日 令和 1 20

2
（カナ）
氏名

ｲｲﾀﾞﾊﾞｼ ﾁﾖ
所属部署・担当業務 販売促進部　顧客対応課

飯田橋　千代 初回面談日 令和 1 20

3
（カナ）
氏名

企業等の名称 株式会社▲▲▲▲

育業応援プランシート

支給申請に係る
対象従業員氏名

財団　○男 所属部署・担当業務 販売促進部　顧客対応課

年 1 月 20 日
令和

育業期間
令和 2

初回面談日 令和 8

対象従業員の育業中の予定業務の実施時期に、応援者（同僚）が既に担当している自身の業務内容について記入してください

分担する応援業務

✓

５人目以降は記入不要

初回面談は育業開始前であること

加算①/加算②



令和８年度働く人

3

：

：

：

：

：

4

様式第1号【別紙】加算①②共通：2枚目

育業推進取組計画：従業員が気兼ねなく育業できるように企業としてどのような取組をしていくかプランを記載

【育業者への取組】

社内の子育て中の従業員との交流会をセッティングし、気軽に相談ができる仲間づくりを推進する。
育業中に利用できる社内の制度をまとめたハンドブックを作成し、活用してもらう。

【応援者（同僚）への取組】

業務を負担することで不満が鬱積しないように、育業から復帰した従業員の業務をサポートした同僚に「育業サポート手当」
として月額30,000円を支給する。
また、「応援休暇」として年次有給休暇とは別に特別休暇(有給）を年に２日付与する。

対象従業員と応援者（同僚）で分担する

休止・廃止
分担割合

対象従業員：応援者（同僚）

e

完了 新規営業同行を行い適宜フォローを行った。
入社３か月後研修から財団さんにお願いしたいと考え
ているが、状況に応じて分担を見直す。

すべて対象従業員が引き継ぐ

継続中 すべて応援者（同僚）が引き継ぐ

未着手

対象従業員と応援者（同僚）で分担する

休止・廃止
分担割合

対象従業員：応援者（同僚）

ｄ

完了 B社からの受注が落ち込んでいる件は詳細について
打ち合わせが必要。別にお渡しした議事録にも目を
通してほしい。
営業管理システム更改の件が議題にあがった。チー
ムメンバーにも共有のこと。

すべて対象従業員が引き継ぐ

継続中 すべて応援者（同僚）が引き継ぐ

未着手

対象従業員と応援者（同僚）で分担する

休止・廃止
分担割合

対象従業員：応援者（同僚）

ｃ

完了 依頼のあった分は発注依頼まですべて完了してい
る。
G社より納期について相談があったが、商品課に確認
したところ先方希望の納期で動けるとのことであったた
め、そのような確定スケジュールを入れてある。
今後の発注依頼は、財団さんにお願いしたい。

すべて対象従業員が引き継ぐ

継続中 すべて応援者（同僚）が引き継ぐ

未着手

ｂ

完了 P社は無事に受注できた。競合製品との検討のため追
加で資料を求められたので、財団さんが作成してくれ
た見積書と合わせて先方に提出済。復帰後、6月20日
頃に打ち合わせの希望あるため連絡してください。

すべて対象従業員が引き継ぐ

継続中 すべて応援者（同僚）が引き継ぐ

未着手 対象従業員と応援者（同僚）で分担する

休止・廃止
分担割合

対象従業員：応援者（同僚）

育業中の
予定業務

進捗状況
報告事項、残務内容、休止・廃止理由

（対象従業員への申送り内容を記載）
今後の業務執行体制

ａ

完了 採用さんが１件獲得した。見込み客も数件ある。基本
的にはすべて財団さんに引き継ぎたいが、クロージン
グサポートも兼ねて採用さんに当面分担してほしい。

すべて対象従業員が引き継ぐ

継続中 すべて応援者（同僚）が引き継ぐ

未着手 対象従業員と応援者（同僚）で分担する

休止・廃止
分担割合

対象従業員：応援者（同僚）
1 3

復帰直前の業務状況（業務進捗報告）：対象従業員の復帰直前に応援者（同僚）と面談した内容をふまえて記載

✓

✓

✓

✓

✓ ✓

✓

✓

✓

✓

加算①/加算②



様式第1号【別紙】

加算③   男性管理職の育業とロールモデルとしての社内周知

企業等の名称

育業した男性管理職について

令和 8 年 5 月 日 ～ 令和 8 年 5 月 日 ( 28 日)

令和 8 年 6 月 日 ～ 令和 8 年 6 月 日 ( 20 日)

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

 

男性管理職の育業による社内の変化について

( いいえ

いいえ

社内周知について

8 年 7 月 日

その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )

添付しました

令和８年度働く人

周知した内容がわかる書類の添付

周知方法

社内イントラネット 企業内研修

メール添付 体験談発表会・交流会

会社のHP 社内報

今後も管理職の育業を推進していこうと
思いますか（◆）

はい

（◆）についてそう考える理由を教えてく
ださい

管理職の育業は、社内パパ育業の推進に効果があり、生産性の向上や多様
性の尊重を進めることにもつながっていくため。（社内業務の属人化から脱却
するきっかけとなる）

周知日
※令和8年6月22日以降に周知していること

令和 21

管理職が育業するにあたり、社内ではど
のようなことに配慮し、対応しましたか

管理職でも育業可能であることを全体に周知し、育業しやすい雰囲気づくりを
心掛けた。また、育業中の業務体制を再構築し、管理職と従業員の双方が業
務上の不安を抱えないようにした。

管理職の育業により、パパが育業すること
について社内の考え方にどのような変化
がありましたか

管理職が育業のロールモデルとなることで、パパが育業することに対するハー
ドルが下がった。

管理職の育業により、社内のパパの育業
率に変化はありましたか

はい 増えた 減った)

株式会社▲▲▲▲

役職 　総務部長

氏名 　雇用　次郎

組織図の添付

育業期間
(合計30日以上の育業が対象）

1 31

1 20

添付しました

申請書P1の「企業等の名称」と同じ

育業前から管理職であること

✓

対象となる管理職の氏名が記載されており、

どのような位置づけ（役職・上下関係等）に

あるかがわかること

✓ ✓

✓

✓

✓

✓

一時就労を除いた育業

日数を記入

添付資料記載の

日付と一致

加算③



様式第1号【別紙】

加算④  育業メンター制度の整備とパパ向け育業マニュアルの作成

企業等の名称

パパ向け育業マニュアルについて

令和 8 年 8 月 日

添付しました

　　　　　　　　　　ある ない

（◆）について活用事例がある場合、実際
に実施した内容とその効果を教えてくださ
い

育業を希望する男性従業員がいたが、育業中の収入や復帰後の社内での評価について不
安を抱えていた。そのため、メンターとの面談を行い、育業に関する制度や実体験に基づく
復帰後の状況について情報提供を行った。その結果、不安が払拭され、希望通り3か月の育
業を取得することになった。安心して子供の日々の成長を見守ることができているとの報告が
あった。

育業メンターとなる従業員はどのような方
ですか

部署を問わず自身も育業を経験するとともに、育業支援に対し十分な熱意と理解がある社内
従業員。

育業メンターの主な役割は何ですか 育業希望者の不安な思いに寄り添い、育業を前向きに捉えられるようにフォローする。

育業メンターの活動内容として、具体的に
どのようなものがありますか

育業希望者に対し、育児に関する情報を提供したり、相談対応や助言を行う。

育業マニュアルの添付

令和８年度働く人

育業メンターが、メンターとして活動するた
めに、社内で取組んでいることはあります
か（取組む予定はありますか）

育介法に定められた制度をはじめ、社内の育業制度について理解するための社内研修を行
う。メンターのスキル向上のため、外部のメンター研修に参加してもらう。

実際に育業メンターを活用した事例はあり
ますか（◆）

育業メンター制度について

株式会社▲▲▲▲

作成年月日 （令和8年6月22日以降の日付） 24

申請書P1の「企業等の名称」と同じ

✓

✓

加算④



様式第1号【別紙】

加算⑤  助産師等を活用した両親学級制度の導入

企業等の名称

自社内 他社・他機関等と合同で開催

開催時期（予定） 令和 8 年 11 月 日 ～ 令和 9 年 2 月 日

 

制度の導入について

令和 8 年 7 月 日

社内周知について

8 年 9 月 日

その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )

添付しました

就業規則の該当箇所をマーカーで示しました

28

株式会社▲▲▲▲

合同で開催する他社・他機関等の名称

育児に関する知識、産前産後の健康管理や生活イメージ等について学び、理
解を深めることで、育業促進を図る

内容

以下の内容を座学編（オンライン）・実践編（対面）の２回に分けて開催予定

・妊娠・出産に関する知識
・妊娠中から産後にかけての心と体の変化について
・産前産後の健康管理
・沐浴・おむつ替えにチャレンジ
・事故防止のために
・困ったとき、悩んだときの相談窓口や活用できる行政サービス

社内第一会議室

保健　〇〇子　氏

助産師（●●保健所・保健センター）

周知した内容がわかる書類の添付

開催形態

講師肩書

講師名

実施目的

周知方法

周知日
※令和8年6月22日以降に周知していること

資料の添付

就業規則の労働基準監督署受領印の日付
※令和8年6月22日以降に届け出ること

令和８年度働く人

社内イントラネット 企業内研修

メール添付 会社のHP

社内報 チラシ

令和 1

添付しました

31

1

申請書P1の「企業等の名称」と同じ

✓

✓

✓

✓

✓

✓

添付資料記載の

日付と一致

加算⑤



様式第1号【別紙】

加算⑥  育児と仕事の両立に向けた社内研修の実施

企業等の名称

令和 8 年 9 月 1 日

今後の実施について

令和 8 年 7 月 13 日

社内周知について

令和 8 年 7 月 21 日

社内イントラネット 企業内研修

メール添付 会社のHP

社内報 チラシ

その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

育児と仕事の両立に対する不安を軽減し、継続就業や中長期的なキャリア形成について考える
きっかけづくりを目的とする

内容

25 15 10  人） 人　女性 人　　　（内訳：男性

添付しました

周知方法

周知日
※令和8年6月22日以降に周知し
ていること

周知した内容がわかる書類の添付

年間研修計画等の日付
※令和8年6月22日以降に作成し
ていること

計画内容がわかる書類の添付

株式会社▲▲▲▲

令和８年度働く人

添付しました

添付しました

　実施日

参加人数

　テーマ

講師

育児と仕事を両立しながら自分らしく働くために

対象：全従業員（現在育業中の方も可）
実施方法：オンライン方式
内容：
①両立のためのタイムマネジメント術
②先輩社員の体験談
（パートナーとの育児や家事の分担ポイント、一日のスケジュールなど）
③トークカフェ～先輩社員にきいてみよう！～
④社内制度の解説

【満足度】
大変満足80％、満足15％、どちらともいえない5％、不満足0％
【受講後の変化】
・はじめての育児をしながら仕事も今までどおりにできるのか不安だったが、タイムマネジメントを
学び、両立できそうな気がした。
・実際に両立している方の一日のタイムスケジュール等を聞き、復帰後の働き方を具体的にイ
メージできた

詳細は開催報告書のとおり

研修資料

 

総務部　●田 ●雄、〇山 〇子

実施目的

申請書P1の「企業等の名称」と同じ

✓

✓

✓

✓

研修実施の案内を行った日を記載

添付資料記載の

日付と一致

加算⑥



様式第1号【別紙】 令和８年度働く人

加算⑦   産後パパ育休＋２か月以上の育業相当の育業をしたこと

企業等の名称

育業日数について      ※様式第１号申請書2ページ「3 対象従業員の育業状況」と同様に記載すること

令和 8 年 2 月 日 ～ 令和 8 年 3 月 日 ( 28 日)

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

令和 8 年 4 月 日 ～ 令和 8 年 5 月 日 ( 60 日)

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 ( 日)

事実を確認できる書類について

　添付しました

　添付しました

財団記入欄

株式会社▲▲▲▲

育業３回目

期 間
一時就労日数を差し

引いた育業日数

対象従業員が男性で、 産後パパ育休＋１か月以上の育業相当（通算58日以上）に加えて１か月以上（通算88日
以上）の育業をしている

産後パパ育休

産後パパ育休２回目

育業１回目

育業２回目

14

対象となる期間の育児休業申出書の添付
（対象となる期間分）

※通算88日以上の育業を確認できる申出書を
添付すること

13

1 31

　日育業日数合計　（一時就労除く）　　 88

対象となる期間の育児休業等給付金支給決定
通知書の添付（対象となる期間分）

※通算88日以上の育業を確認できる決定通知
書を添付すること

申請書P1の「企業等の名称」と同じ

✓

✓

✓

加算⑦


